
第１回 中部ブロック発注者協議会

次 第

日 時：平成20年11月18日 13:30～15:00

場 所：ホテル 名古屋ガーデンパレス

２Ｆ 翼

１．開 会

２．挨 拶 国土交通省 中部地方整備局長

３．中部ブロック発注者協議会の発足に至る経緯について

４．議 事
（１）中部ブロック発注者協議会規約（案）等について

（２）協議会の今後の取り組みについて

５．閉 会 農林水産省 東海農政局長



所属 役職名 氏名 備考

警察庁中部管区警察局 総務監察部長 桂木　俊郎 　

警察庁中部管区警察学校 学校長 木村　孝仁 　

財務省東海財務局 総務部長 加藤　正樹 代理　会計課長　中川　隆

財務省名古屋税関 総務部長 菅原　元信 代理　総務部会計課長　鈴木　正紀

国税庁名古屋国税局 総務部次長 伊藤　範夫 代理　総務部営繕監理官　森永　良雄

厚生労働省東海北陸厚生局 局長 麦谷　眞里 代理　総務課長補佐　山野井　茂利

厚生労働省岐阜労働局 局長 藤井　龍一郎 代理　総務部長　宮下　雅行

厚生労働省静岡労働局 局長 岩本　俊也 代理　総務部総務課長　宮下　建彦

厚生労働省愛知労働局 局長 中沖　剛 代理　総務部長　小澤　龍二

厚生労働省三重労働局 局長 村上　竹男 　

農林水産省東海農政局 局長 岩元　明久 　

林野庁中部森林管理局 局長 平野　秀樹 代理　総務部長　土田　薫

経済産業省中部経済産業局 総務企画部長 獅山　有邦 代理　会計課長　林　祐一

国土交通省中部地方整備局 局長 佐藤　直良 　

国土交通省中部運輸局 局長 中田　徹 代理　総務部長　山田　透

海上保安庁第四管区海上保安本部 会計管理官 香川　秀樹 代理　総務部長　前原　幸一郎

環境省中部地方環境事務所 所長 市原　信男 　

岐阜県 副知事 西藤　公司 　

静岡県 副知事 花森　憲一 代理　建設部理事　近松　則雄

愛知県 副知事 西村　眞 代理　建設部技監　葛島　隆二

三重県 副知事 江畑　賢治 代理　県土整備部長　野田　素延

静岡市 副市長 福本　俊明 代理　土木部参与　判田　乾一

浜松市 副市長 花嶋　秀樹 　

名古屋市 副市長 住田　代一 代理　契約監理監　紅村　重直

岐阜県市長会　 市長会会長 細江　茂光 代理　事務局長　宇野　邦朗

静岡県市長会　 - 欠席 -

愛知県市長会　 - 欠席 -

三重県市長会　 - 欠席 -

岐阜県町村会　 - 欠席 -

静岡県町村会　 - 欠席 -

愛知県町村会　 - 欠席 -

三重県町村会　 - 欠席 -

中日本高速道路株式会社　名古屋支社 支社長 岩田　久志 代理　副支社長　吉岡　博幸

（独）都市再生機構中部支社 支社長 横山　哲郎 代理　業務部長　萩田　雅也

（独）日本原子力研究開発機構東濃地科学センター 所長 東海林　幸夫 　

（独）水資源機構中部支社 支社長 森田　保則 　

（独）森林総合研究所森林農地整備センター中部整備局 局長 平澤津好正 　

岐阜県道路公社 理事長 藤井　徳介 代理　技術参事　林　俊治

静岡県道路公社 理事長 村松　靖則 　

愛知県道路公社 理事長 江坂　正安 　

三重県道路公社 理事長 髙杉　勲 　

名古屋高速道路公社 理事長 森　徳夫 　

名古屋港管理組合 副管理者 山田　孝嗣 代理　建設部長　長尾　登起夫

四日市港管理組合 副管理者 佐藤　清 代理　経営企画部次長　平手　辰勝　

日本下水道事業団東海総合事務所 所長 吉川　開二 　

第１回　中部ブロック発注者協議会　出席者名簿



公共工事の品質確保の促進に関する最近の動向について公共工事の品質確保の促進に関する最近の動向について

１

平成５年１２月
中建審「公共工事に関する入札・契約制度の改革について」
＊指名競争入札方式から一般競争入札方式へ

平成１１年７月
自民党「公共工事の品質確保と向上に関する研究会」発足（平成１５年６月議員連盟に改組）
＊不良不適格業者等を排除や技術力のある優良企業がより活躍できる環境づくり

平成１３年４月
「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」施行
＊公共工事に対する国民の信頼確保と建設業の健全な発展
（透明性の確保、公正な競争の促進、適正な施行の確保、不正行為の排除の徹底）

平成１７年４月
「公共工事の品質確保の促進に関する法律」施行
＊公共工事の品質確保に関する基本理念の策定や国等の責務の明確化
（総合評価落札方式の拡充やダンピング受注対策等の実施）

平成１７年８月
「公共工事の品質確保の促進に関する関係省庁連絡会議」設置
＊関係省庁間の緊密な連携の確保や施策の円滑な実施

平成１７年８月
「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針について」閣議決定
＊発注関係事務の適切な実施

平成２０年３月
「公共工事の品質確保に関する当面の対策について」関係省庁連絡会議申し合わせ
＊公共工事の品質確保における現状の課題に対する関係省庁一体となった対策の推進

平成２０年１１月
「中部ブロック発注者協議会」設置
＊公共工事の品質確保の促進における発注者間の協力体制強化と地域を支える建設生産システムの構築



＜品確法の目的＞公共工事の品質確保

１．公共工事の品質確保に関する基本理
念および発注者の責務の明確化

２． 『価格のみの競争』から『価格と品質で

総合的に優れた調達』への転換

公共工事の品質は、価格及び品質が総
合的に優れた内容の契約がなされること
により確保されなければならないことを明
記（第３条第２項）

・工事の経験等、技術的能力に
関する事項を審査（第１１条）
・技術提案を求める入札（第１２条）
・技術提案についての改善が
可能（第１３条）

・技術提案の審査の結果を踏ま
えた予定価格作成（第１４条）

外部支援の活用による発注者
支援（第１５条）

施策施策

不良・不適格業者の参入

発注者の能力差

厳しい財政状況

＜品確法の背景＞

品質低下の懸念

独禁法改正の動き

民間技術力の向上

欧米の先行事例

談合

ダンピングの増加

政府政府の策定する「基本方針」にの策定する「基本方針」に基づき基づき、各発注者は、各発注者は必要な措置を講ずる必要な措置を講ずる（第（第９９条）条）

３．発注者をサポートする仕組みの明確化

施策

公共工事の品質確保の促進に関する法律について公共工事の品質確保の促進に関する法律について

・公共工事の品質は、公共工事が現在及び将来における国民生活及び経済活動の基盤となる社会資本を整備するものとして
社会経済上重要な意義を有することから、国や地方公共団体などの公共工事発注者及び受注者がそれぞれの役割を果たすこ
とで確保されなければならない。それぞれの責務を明らかにし、公共工事の品質確保の促進に関する基本的事項を定めること
で品質確保の促進を図り、もって国民の福祉の向上等に寄与することを目的として平成17年4月に施行。

２



公共工事の品質確保の促進に関する基本的な方針について（公共工事の品質確保の促進に関する基本的な方針について（H17.8.26H17.8.26閣議決定抜粋）閣議決定抜粋）

・公共工事の品質確保の促進に関する法律第8条第1項の規定に基づき、公共工事の発注者である国、特殊法人等及び地方公
共団体が公共工事の品質確保の促進を図るため取り組むべき基本的な方針として定めたもの。

基本方針の内容

第1 公共工事の品質確保の促進の意義に関する事項

発注者が主体的に責任を果たすことにより、経済性に配慮しつつ、価格以外の多様な要素をも考慮して価格及
び品質が総合的に優れた内容の契約がなされることが重要。

第２ 公共工事の品質確保の促進のための施策に関する基本的な方針

１ 発注関係事務の適切な実施

２ 技術能力の審査の実施に関する事項
（１）有資格業者名簿作成に際しての資格審査
（２）個別工事に際しての技術審査

３ 技術提案の審査・評価の実施に関する事項
（１）技術提案の求め方
（２）技術提案の適切な審査・評価
（３）技術提案の改善
（４）高度な技術等を含む技術提案を求めた場合の予
定価格

４ 中立かつ公正な審査・評価の確保に関する事項

５ 工事の監督・検査及び施工状況の確認・評価に関
する事項

６ 発注関係事務の環境整備に関する事項

７ 調査・設計の品質確保に関する事項

８ 発注関係事務を適切に実施することができる者の
活用
（１）国・都道府県による支援
（２）国・都道府県以外の者の活用

９ 施策の進め方

３



平成 ２ ０ 年 ３ 月 ２８ 日

公共工事の品質確保の促進に関する
関係省庁連絡会議 申合せ

１．総合評価方式の徹底

２．不良不適格業者の排除、地場産業育成、下請企
業へのしわ寄せ防止

３．契約等の片務性の排除、ダンピングの防止

４．特殊法人等の調達

５．不当廉売・不公正取引等に対する監視の強化

６．情報共有のための体制整備

（１）国の調達
①平成２０年度以降の公共工事の発注において、原則総合評価
方式を実施。

②平成２０年度早期に調査設計業務等においても総合評価方式
を本格導入。

（２）地方公共団体の調達
①工事の品質を確保するための取組が行われるよう、以下の施

策を推進。
・平成２０年度以降、国庫補助事業については、交付決定時に

品確法遵守についての条件を付すことを原則とする。
・毎年度の総合評価方式の実施目標とその達成状況の公表の

促進。
②総合評価方式の導入・拡大に向け、地方公共団体向け総合評
価実施マニュアルの改定など、各種支援を実施。

（１）国の調達
①政府調達協定対象工事は原則入札ボンドを導入。
②下位等級業者の上位等級工事への参入機会の順次拡大。
③適切に地域要件を設定。
④地域貢献の評価、地元業者を下請とする場合等のインセンティ
ブの付与の検討を実施。
⑤専門工事部分の評価を行う総合評価方式を順次導入・拡大。
（２）地方公共団体の調達
①予定価格等の事後公表への移行を促進。予定価格等の事前
公表を行う場合にはその理由の公表を促進。
②適切な地域要件の設定、入札ボンドの導入・拡大を促進。

（１）国の調達
①見積もりを活用する積算方式の導入・拡大。
②低入札価格調査基準価格の見直し。
③施工体制確認型総合評価方式・特別重点調査の導入・拡大。
④出来高部分払い方式、施工プロセスを通じた検査を順次導
入・拡大。

⑤設計変更ガイドライン等を作成。
（２）地方公共団体の調達
①予定価格や低入札価格調査基準価格などの適切な見直しの
促進。

②最低制限価格制度の活用や、総合評価方式を実施する際に
おける低入札価格調査と価格による失格基準の併用の促進。

国の調達における取組と同様の取組の実施について、特殊法人
等を指導。

①低入札価格調査の対象となった工事等について所要の調査の
結果問題となる行為が認められた場合には厳正に対処。

②「建設業法令遵守ガイドライン」及び「駆け込みホットライン」 の

周知徹底。

①地域ブロックごとに部局横断的な発注者協議会を平成２０年度
中に設置。

②施工段階での受注者からの苦情を関係者間で処理する体制を
整備

公共工事の品質確保に関する当面の対策について公共工事の品質確保に関する当面の対策について((概要）概要）

４



中部ブロック発注者協議会資料

資料－１

中部ブロック発注者協議会の発足に至る経緯について

平成２０年１１月１８日
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「中部ブロック発注者協議会」規約（案）

（設置）

第１条 「公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年法律第18号）」及び「公共

工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針について

（平成17年８月26日閣議決定）」（以下「基本方針」という。）の趣旨を踏まえ、中部ブ

ロック発注者協議会（以下「協議会」という）を設置する。

（目的）

第２条 協議会は、国、特殊法人等及び地方公共団体等の各発注者が、公共工事の品質確

保の促進に向けた取組み等について情報交換を行うなどの連携を図り、発注者間の協

力体制を強化するとともに地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組みを

促進し、もって中部ブロックにおける公共工事の品質確保の促進に寄与することを目

的とする。

（事務）

第３条 協議会は、次の事項について連絡調整を行うとともに、取り組みの強化を図る。

一 基本方針等に示された公共工事の品質確保の促進に関する施策について

二 地域を支える建設生産システムの向上について

三 その他前条の目的を達成するために必要な事項

（委員）

第４条 協議会は別紙１に掲げる委員をもって構成する。

（会長及び副会長）

第５条 協議会に会長を置き、国土交通省中部地方整備局長がこれにあたる。

２ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。

３ 協議会に副会長を置き、農林水産省東海農政局長がこれにあたる。

４ 副会長は会長に事故がある時は、その職務を代理する。

（会議）

第６条 協議会の会議は、会長が招集する。

２ 協議会の会議は、会長が議長を務める。

３ 委員は、指名した者を代理として会議に出席させることができる。

４ 会長は、必要がある時は、別紙１に掲げる者以外の者の参加を求めることができる。

（幹事会）

第７条 協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置く。
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２ 幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する。

３ 幹事会に幹事長を置き、国土交通省中部地方整備局企画部長がこれにあたる。

４ 幹事会に副幹事長を置き、農林水産省東海農政局整備部長がこれにあたる。

（庶務）

第８条 協議会の庶務は、中部地方整備局が関係機関の協力を得て処理する。

（雑則）

第９条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。

附 則 この規約は、平成20年 月 日から施行する。
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別紙１

第４条関係（委員）

会 長 国土交通省 中部地方整備局長

副 会 長 農林水産省 東海農政局長

委 員 警察庁 中部管区警察局 総務監察部長

警察庁 中部管区警察学校長

財務省 東海財務局 総務部長

財務省 名古屋税関 総務部長

国税庁 名古屋国税局 総務部次長

厚生労働省 東海北陸厚生局長

厚生労働省 岐阜労働局長

厚生労働省 静岡労働局長

厚生労働省 愛知労働局長

厚生労働省 三重労働局長

林野庁 中部森林管理局長

経済産業省 中部経済産業局 総務企画部長

国土交通省 中部運輸局長

海上保安庁 第四管区海上保安本部 会計管理官

環境省 中部地方環境事務所長

岐阜県 副知事

静岡県 副知事

愛知県 副知事

三重県 副知事

静岡市 副市長

浜松市 副市長

名古屋市 副市長

岐阜県 市長会会長

静岡県 市長会会長

愛知県 市長会会長

三重県 市長会会長

岐阜県 町村会会長

静岡県 町村会会長

愛知県 町村会会長

三重県 町村会会長

中日本高速道路株式会社 名古屋支社長

(独)都市再生機構 中部支社長

（独）日本原子力研究開発機構東濃地科学センター 所長

(独)水資源機構 中部支社長

(独)森林総合研究所 森林農地整備センター 中部整備局長
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岐阜県道路公社 理事長

静岡県道路公社 理事長

愛知県道路公社 理事長

三重県道路公社 理事長

名古屋高速道路公社 理事長

名古屋港管理組合 副管理者

四日市港管理組合 副管理者

日本下水道事業団 東海総合事務所長

オブザーバー 法務省名古屋法務局

名古屋高等裁判所
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別紙２

第７条関係（幹事）

幹 事 長 国土交通省 中部地方整備局 企画部長

副幹事長 農林水産省 東海農政局 整備部長

幹 事 警察庁 中部管区警察局 総務監察部 会計課長

警察庁 中部管区警察学校 庶務部長

財務省 東海財務局 会計課長

財務省 名古屋税関 会計課長

国税庁 名古屋国税局 総務部 営繕監理官

厚生労働省 東海北陸厚生局 総務課長

厚生労働省 岐阜労働局 総務部長

厚生労働省 静岡労働局 総務部長

厚生労働省 愛知労働局 総務部長

厚生労働省 三重労働局 総務部長

林野庁 中部森林管理局 総務部長

経済産業省 中部経済産業局 総務企画部 会計課長

国土交通省 中部地方整備局 総務部長

国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部長

国土交通省 中部運輸局 総務部長

海上保安庁 第四管区海上保安本部 経理課長

環境省 中部地方環境事務所 総括自然保護企画官

岐阜県 県土整備部長

静岡県 建設部長

愛知県 建設部長

三重県 県土整備部長

愛知県 農林水産部長

三重県 環境森林部長

三重県 農水商工部長

静岡市 建設局長

浜松市 土木部長

名古屋市 財政局 契約監理監

岐阜県 市長会 事務局長

静岡県 市長会 事務局長

愛知県 市長会 事務局長

三重県 市長会 事務局長

岐阜県 町村会 事務局長

静岡県 町村会 事務局長

愛知県 町村会 事務局長

三重県 町村会 事務局長
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中日本高速道路株式会社 名古屋支社 技術検査部長

(独)都市再生機構 中部支社 業務部長

（独）日本原子力研究開発機構東濃地科学センター 副所長

(独)水資源機構 中部支社 建設部長

(独)森林総合研究所 森林農地整備センター 中部整備局 契約課長

岐阜県道路公社 事業部長

静岡県道路公社 業務部長

愛知県道路公社 工務部長

三重県道路公社 伊勢事務所長

名古屋高速道路公社 計画部長

名古屋港管理組合 建設部長

四日市港管理組合 経営企画部次長

日本下水道事業団 東海総合事務所 施工管理課長

オブザーバー 法務省名古屋法務局

名古屋高等裁判所
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（案）

中部ブロック発注者協議会

設立趣旨

公共工事は、国民生活及び経済活動の基盤となる社会資本を整備

するものとして社会経済上重要な意義を有しており、その品質は、国民

のために確保されなければならない。

一方、昨今の公共工事を取り巻く環境は、公共投資の減少等に伴う

建設業の競争激化、平均落札率の低下や過度の低価格入札が増加し

ており、資材や原油価格の高騰と相まって、ダンピング受注による公共

工事の品質確保に懸念が生じている。

このような中、良質な社会資本の整備を図るため、平成１７年４月に

施行された 「公共工事の品質確保の促進に関する法律」に基づき、公

共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基

本的な方針が平成１７年８月に閣議決定された。

以来、公共工事の発注者は、法律に則って、公共工事の品質確保に

資する総合評価方式の導入・拡充や低価格受注への対策等に取り組

んできたところである。

しかしながら、総合評価方式の普及が地方公共団体で遅れているこ

と、不良不適格業者の存在、地元優良業者の淘汰、工事中の事故や手

抜き工事の発生等の問題が指摘されており、これらを解決するために、

総合的かつ速やかな取り組みが喫緊の課題となっている。

これらの諸情勢を踏まえて、平成２０年３月２８日の公共工事の品質

確保の促進に関する関係省庁連絡会議申し合わせ「公共工事の品質

確保に関する当面の対策について」に基づき、総合評価方式の普及促

進や公共工事施工の安全対策の強化を行うとともに、加えて建設 Ｉ Ｃ Ｔ

の普及促進などの地域を支える建設生産システムの向上に関する取り

組みを実施するため、国、特殊法人等及び地方公共団体の各発注者

間の連絡調整を図り、公共工事の品質確保の推進に寄与することを目

的として、「中部ブロック発注者協議会」を設立するものである。

平成20年11月 日

中部ブロック発注者協議会資料

資料－２



中部ブロック発注者協議会資料

資料－３

協議会の今後の取り組みについて

平成２０年１１月１８日



○公共工事の品質確保対策に関する取り組み

・総合評価落札方式の普及促進

・工事管理、工事検査、工事成績評定に関する技術力向上と情報共有

・公共工事施行の安全対策の強化

中部ブロック発注者協議会の今後の取り組み（案）中部ブロック発注者協議会の今後の取り組み（案）

・公共工事の品質確保の促進に向けた取り組み等の情報交換を行うなどの連携を図り、発注者間の協力体制を強化する
とともに地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組みを促進する

○公共工事の円滑な執行に関する取り組み

・公共工事発注情報の共有化

・受発注者間の工事情報共有

・資材の単価、需給動向に関する情報共有

・設計変更の更なる適正化

○地域を支える建設生産システムの向上に関する取り組み

・建設ＩＣＴ・新技術の普及促進

・建設企業の施行能力、信頼性、地域貢献度の適切な評価

・建設施工に関する受発注者からの課題に対する迅速な対処

・地元優良企業の育成
１



中部ブロック発注者協議会の今後の予定について中部ブロック発注者協議会の今後の予定について

平成２１年度上半期中 第２回協議会の開催

今後のスケジュール

・各機関における現状の把握と課題の整理
・具体的な方策の整理や取組手法の検討

等を進め、幹事会等で議論

２



中部ブロック発注者協議会資料

参考資料１

協議会の今後の取り組みについて

平成２０年１１月１８日



◆ 簡 易 型

【工事の
技術的
難易

度】
高い

低い

◆ 高度技術提案型

◆ 標準型（Ⅰ型）

◆ 標準型（Ⅱ型）
※ 維持修繕工事限

定

※一般土木、
維持修繕工事限定

地域における
体制確保力評価

技術提案内容の評価を重要視

企業の持つ技術力評価を重要
視

民間企業の優れた技術力の積極的な活用（構造上の工夫・特殊な施工方
法等）

技術提案内容の評価
＋

企業の持つ技術力の評価

技術提案内容の評価
＋

企業の持つ技術力の評価

最低要件の確実性確認
＋

企業の持つ技術力の評価

◆ 地域型

企業の技術力評価

◆ 施工体制確認

型
・品質確保の実効性

・施工体制の確実性

品質確保の
確実性評価

【対象工事】

２億円３工種

１億円以上の全
て

（ Ｈ２０年１０月より ）

◆ 現場作業品質

確保型（試行）

【試行対象工事】

・ ３億円以上
・ 一般土木工事

下請企業の技術
力評価（H20試

行）

中部地方整備局中部地方整備局 平成平成2020年度総合評価体系について年度総合評価体系について

１



監督検査

① 会計法
② 予算決算及び会計令（予決令）
③ 契約事務取扱規則（契約規則）
④ 予算執行職員等の責任に関する法律（予責法）
⑤ 政府契約の支払遅延防止等に関する法律（支払遅延防止法）

監督・検査の必要性は、国に限らず公共工事の実施機関において共通的なものであり、それを契約
担当官等に義務付け適正に実施させるための措置が法令等によって整備されている。
国の場合においては、監督・検査等に関する規定が次の５法令に定められている。

なお、現在使用されている、監督・検査に関する要領等は下記に示すものがある。

① 監督・検査関係
地方建設局請負工事監督検査事務処理要領

② 監督関係
土木工事監督技術基準（案）
監督技術マニュアル（案）

③ 検査関係

地方建設局工事技術検査要領、地方建設局工事技術検査基準
地方建設局土木工事検査技術基準、請負工事成績評定要領
中部地方整備局土木工事検査内規、検査技術マニュアル（案）

中部地方整備局中部地方整備局 監督検査、工事成績評定について監督検査、工事成績評定について

２



工事成績評定

① 地方整備局では、１件の請負金額が５００万円を超える請負工事

② 評定方法は、品質、出来形等の項目に、高度技術、創意工夫、社会
性（社会貢献等）等の評価を加えるとともに施工プロセスについても評価

「施工プロセスを通じた検査」の試行

● 「総括検査職員」－「主任検査職員」－「品質検査員」による

施工プロセスを通じた検査を平成１９～２０年度において試行的に直轄工事で実施。

● 試行対象
→ 平成１９～２０年度に発注する直轄工事のうち一般土木工事、鋼橋上部工事、

ＰＣ工事のうち、以下に示す工事を対象。
・ 中部地方整備局長が必要と認める工事 （10件程度）
・ １件につき予定価格が３億円以上の全ての低入札工事

※ 上記工事については、「出来高部分払方式」とする旨を入札告示に明記

中部地方整備局中部地方整備局 監督検査、工事成績評定について監督検査、工事成績評定について

３



国土交通省 「建設工事事故対策検討委員会」（平成１２年２月発足）

平成２０年度の国土交通省直轄土木工事を対象とした重点対策を策定
「Ⅰ．発注者が実施する対策」 ： ６項目
● 法面からの墜落事故防止重点対策 → ・ 大規模または特殊法面工事には、必要に応じ昇降設備の設置を推進
● 交通事故防止重点対策 → ・ 交通事故発生原因を分析し、もらい事故防止に有効な安全設備を検討
● 工事全般にわたる事故防止重点対策 → ・ 請負者が行う工事事故防止の取組に係る看板等の設置 を推奨

● 安全活動の評価 → ・ 請負者から提出された安全活動の創意工夫の成果を工事成績評定の判断材料とする。 等

「Ⅱ．関係業団体が実施する対策」 ： ５項目

中部地方整備局中部地方整備局 公共工事施行の安全対策の強化について公共工事施行の安全対策の強化について

・中部地方整備局では、前年度（平成19年度）に発生した工事事故の種別や事故原因を踏まえ、架空線等損傷事故、

地下埋設物損傷事故、墜落・転落事故の防止対策を重点化
・「安全サポートマニュアル」、「機械施行安全マニュアル」、「安全管理○×写真集」を作成・活用

◆全国の重点対策
（平成20年度）

◆中部の重点対策
（平成20年度） ● 平成１９年度に発生した事故を分類、分析

・公衆災害事故（最多発生事故：架空線等損傷） ・工事関係者事故（最多発生事故：飛来・落下）

上記、事故原因等を踏まえ下記重点対策を決定
● 架空線等損傷事故の防止 → ・ 架空線の防護、注意看板、高さ制限付き門柱等の設置等
● 地下埋設物損傷事故の防止 → ・ 現地確認・試掘は、埋設物管理者の立会を求め、議事録を監督職員に報告等
● 墜落・転落事故の防止 → ・ 足場の点検強化等
● 適切な安全管理による事故の防止 → ・ 現場条件に応じた適切な施工方法、安全衛生管理計画になっているか確認等

◆各種安全マニュアルの活用 ● 安全サポートマニュアル
● 建設機械施工安全マニュアル

●安全管理 ○×写真集 → 建設工事現

場における安全管理体制の実例を紹介 ４



中部地方整備局中部地方整備局 公共工事の発注情報の共有化について公共工事の発注情報の共有化について

・入札情報サービスにより工事名、工事場所などの発注見通しや入札公告に加え予定価格、契約日等の入札の経過を
公表・情報共有
・情報共有システム（ＡＳＰなど）による工事管理業務を中部地方整備局において試行

入札情報サービス（発注情報） 情報共有システム（発注者と受注者の工事
情報の共有）

・発注者と受注者がインターネットを利用し
て工事工程や工事書類等を情報共有サー
バ（ＡＳＰ）で情報共有し、工事管理業務の
改善を図る

情報共有サーバー
（ＡＳＰ）

受注者

受注者

受注者

発注者

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

５



土木工事は、個別に設計された極めて多岐
にわたる目的物を、多種多様な自然条件・
環境条件の下で生産されるという特殊性を
有している。

当初積算時に予見できない事態、例えば土質
・地下水位等の変化に備え、その前提条件を
明示することにより設計変更の円滑化を図る
必要がある。

◆土木請負工事の特徴

◆適切な設計変更の必要性

品確法の基本理念に「請負契約の当事者の対等な立場での合意による公正な契約の締結」が示されて
いる。設計変更においても、より良い社会資本の整備の為に、発注者・請負者それぞれの役割分担を
適切に行ったうえで、設計変更内容について両者が合意し契約の締結することが不可欠。

◆ガイドライン策定の目的

設計変更に係る業務の円滑化を図るためには、発注者と請負者がともに、設計変更が可能なケース・
不可能なケース、手続きの流れ等について十分理解しておく必要がある。

＜工事請負契約における設計変更ガイドライン 策定の背景＞

中部地方整備局中部地方整備局 公共工事の円滑な執行に関する取り組み（設計変更）について公共工事の円滑な執行に関する取り組み（設計変更）について

・工事請負契約における設計変更ガイドラインを策定し、設計変更が可能な場合等を明確
にすることで受発注者間の設計変更手続きを明確化し、工事執行の円滑化を図る

６



建設ＩＣＴ活用（各技術の統合；統合データベース、建設ＩＣＴモデル）建設ＩＣＴ活用（各技術の統合；統合データベース、建設ＩＣＴモデル）

建設生産ｼｽﾃﾑ改革建設生産ｼｽﾃﾑ改革 （（生産性向上・行政ｻｰﾋﾞｽ向上・現場技術力向上生産性向上・行政ｻｰﾋﾞｽ向上・現場技術力向上））

測量・設計・施工・維持管理・修繕の一連の建設生産システムにおいてICT（情報通信技術）を活用したモデルを実践し 事業執行の
効率化・高度化を図り現場に力点を移しつつ 行政サービス向上・生産性向上を実現する。

企画・調査・計画 設計 施工 維持管理・修繕

○監督検査の効率化の仕組

○施工性向上の仕組

○品質・安全への影響

研
究

監督検査の効率化

施工管理の効率化

施工性・品質・安全向上

目
的

情報化施工モデル事業

○監督検査の改善方策

○書類の簡素化方策

○基準（内容・ﾌｫｰﾏｯﾄ等）

研
究

書類の簡素化

業務の効率化

監督検査の効率化

目
的

情報共有モデル事業

○視覚化による業務の高度化・効率化（求められる機能）

○測量・施工・維持管理との連携

○要素技術研究（ｿﾌﾄ関係）

○基準（設計・ﾌｫｰﾏｯﾄ等）

研
究
課
題

関係者協議の効率化

設計の効率化・高度化

住民への説明性向上

目
的

3次元測量設計モデル事業

○各要素の統合

○統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ構築

○関係基準

○技術者資格

○建設生産ｼｽﾃﾑ

（受発注者の業務分担）

研
究
課
題

受発注者双方の業務効率化

視覚化による行政ｻｰﾋﾞｽ向上

事業全体の迅速化

生産性向上

目
的

建設生産モデル事業

〔統合ﾓﾃﾞﾙ〕

住民への説明不足による事
業の遅延

設計の手戻りが多い 作成書類が多
い

造った当時のﾃﾞｰﾀが
ない

二重管理による手間の
増大現

状

目
指
す
姿

○維持管理の仕方

○ﾃﾞｰﾀ活用方法

○システム構築

○ﾃﾞｰﾀ蓄積方策

研
究

維持管理の効率化

修繕の効率化

戦略的維持管理

目
的

維持管理モデル事業

 作成した平面図を３Ｄ表現処理を行う事により、スキルに
 関係なく道路構造を把握する事が出来る。
 作成した平面図を３Ｄ表現処理を行う事により、スキルに
 関係なく道路構造を把握する事が出来る。

現場支援ﾁｰﾑ

技術普及ﾁｰﾑ

技術研究ﾁｰﾑ

建設ICT導入研究会建設ICT導入研究会建設ICTﾓﾃﾞﾙ事業建設ICTﾓﾃﾞﾙ事業

ＩＣ タ グ

1 9 7 4 - 0 0 0 8 - 0 0 0 2

ＩＣ タ グ

1 9 7 4 - 0 0 0 8 - 0 0 0 2

一般公募によるﾒﾝﾊﾞｰで建設ICT導入の諸

課題の研究、技術普及を目指す

講習会等の開催や技術者育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの
策定により、技術の普及を目指す

建設ICTﾓﾃﾞﾙ事業の技術的支援や現場

指導、現場検証を行う

建設ICT導入の課題、技術基準等の研究、

建設生産システム全体のモデルの研究を
行う

情報化施工

3D測量 ICﾀｸﾞ

維持管理ｼｽﾃﾑ

モデル策定・基準提唱モデル改良・基準検討モデル適用・課題研究モデル構築・課題研究１１月設立研究会

検証課題研究

H21. 7-９

適用結果（第２弾）手続開始（第１弾）現場開始１１月より、順次公告モデル事業

H21.10-12H21. 4-６H21.1-３H20.10-12（ｽｹｼﾞｭｰﾙ案）

情報共有ｼｽﾃﾑ

第１弾

第２弾

ｻﾃﾗｲﾄ会員（一般会員）
建設ICTの習得
現場での活用
現場ニーズの把握

主な課題

自動積算
ｎ次元設計

（3D-CAD,ｳﾞｧｰﾁｬﾙﾘｱﾘﾃｨ,ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ）

ﾌｫﾛｰ

178者109者69者
計一般ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ応募状況

（ 11.4）

建設ICTを現場で実践し、適用を実証する
建設ICT導入研究会にてフォローを行う

中部地方整備局中部地方整備局 建設生産システム改革の取り組み建設生産システム改革の取り組み

７



評価

災害協定締結の有無

災害活動実績の有無

道路除雪作業の実績

直轄河川・道路応急維持作業の実績

２４時間対応の施工体制の確保力

技術提案 ＋ 施工の信頼性 工事品質の向上施工体制の確保力＋

標準型Ⅱ型の 維持修繕工事

現場条件が厳しい維持修繕工事の
品質の向上に寄与

中部地方整備局中部地方整備局 建設企業の施工能力、信頼性、地域貢献度の適切な評価について建設企業の施工能力、信頼性、地域貢献度の適切な評価について

維持修繕工事を対象として企業の評価に地域型評価方式を採用し、地域貢献度を適切に評価

８



●発注者の業務能率の向上

発注者 受注者

施工方法の検討、設計変更等

24時間以内に回答する。
（完璧な回答が不可能な場合は、何らかの回答をする。）

職場内での迅速な意見交換 相談内容の資料作成

ワンデー・レスポンスの流れ

回答

相談

●問題認識の明確化（工期が1日延びる損失を相互に認識）

●発注者と受注者の情報共有（連携強化）

●発注者、受注者の意識改革

●経験や技術力の伝承

●工期短縮によるコスト縮減

●企業の経営効率向上

●経済効果（早期インフラの完成、地域の利益向上）

●国民満足度の向上

国民

受注者発注者 ●施工品質の向上

期待される効果

中部地方整備局中部地方整備局 公共工事の円滑な執行に関する取り組み（ワンデー・レスポンス）について公共工事の円滑な執行に関する取り組み（ワンデー・レスポンス）について

・工事における、受発注者間の協議事項等について、１日以内あるいは期限を決めて回答を行う取り組みにより、工事執
行の円滑化を図る

９



中部ブロック発注者協議会資料

参考資料２

協議会の今後の取り組みについて

平成２０年１１月１８日



公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律について公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律について

国、特殊法人、地方公共団体等の発注者全体を通じて、入札・契約の適正化の促進により、公共工事に対する
国民の信頼の確保と建設業の健全な発達を目的として平成13年2月16日に施行目 的

入札・契約適正化の基本原則の明示

①透明性の確保 ②公正な競争の促進 ③適正な施工の確保 ④不正行為の排除の徹底

(1) 毎年度の発注見通しの公表
・発注工事名・時期等を公表

（見通しが変更された場合も公表）

(2) 入札・契約に係る情報の公表

・入札参加者の資格、入札者・入札金額、落札者・落札金額
等

(3) 施工体制の適正化
・丸投げの全面的禁止
・受注者の現場施工体制（技術者の配置・下請の状況等）の
報告

・発注者による現場の点検等

(4) 不正行為に対する措置
・不正事実（談合等）の公正取引委員会、建設業許可行政庁
への通知

(1) 「適正化指針」 の閣議決定（平成13年3月9日）

・国土交通大臣、総務大臣、財務 大臣が共同で案を作成

(2) 主な内容

①第三者機関によるチェック

②苦情処理の方策

③入札･契約の方法の改善（一般競争・指名競争の適切

な実施）

④工事の施工状況の評価

⑤その他

・不良不適格業者の排除

・ダンピングへの対応

・入札・契約のＩＴ化の推進 等

全ての発注者に義務付ける事項 各発注者が取り組むべきガイドライン(指針）

職員に対する教育
建設業者に対する指導 等

「適正化指針」のフォローアップ
・毎年度、取組み状況を把握し、公表
・特に必要のあるときは改善を要請

「適正化指針」の改正（平成18年5月23日閣議決定）
１



工期、機能、安全性などの価格以外の要素と価格とを総合的
に評価して落札者を決定する方式

工期、機能、安全性などの価格以外の要素と価格とを総合的
に評価して落札者を決定する方式

予め、入札公告等において、
技術提案を求める内容
技術提案の評価の方法

を公表

提出された技術提案を公表さ
れた評価方法に従って審査し、
技術提案毎に技術点を決定

技術提案
の提出

【想定される総合評価の評価項目】

環境の維持（騒音・振動・水質汚濁など）、交通の確保、安
全対策、リサイクル など

社会的要請に対応した工事

初期性能の持続性の向上、耐久性・安定性の向上 など工事目的物の性能・機能の向上が実現できる工事

維持管理費・更新費、補償費 など総合的なコストの削減につながる工事

評価値 ＝
技術評価点

入札価格

価格

技
術
評
価
点

予定
価格評価値

落札者

標準点
(100点)

150点（110～200点）

加算点

【総合評価落札方式の手続きの流れ】

【総合評価落札方式の仕組み】

予定価格の範囲内で、評価値が最も高い者を落札者とする方式の
こと。

技術評価点

提案内容により、標
準点に加算点を付
与。技術提案が適
切でない場合は、
標準点を与えない。

右図のよ
うに、「傾
き」を示
す。

①総合評価落札方式（工事）の概要総合評価落札方式（工事）の概要総合評価落札方式（工事）の概要

２



中部地方整備局における平成１９年度工事発注実績中部地方整備局における平成１９年度工事発注実績

◇平成18年10月より原則すべての工事調達で一般競争入札（総合評価方式併用）を実施
◇平成19年度は、一般競争入札において件数ベースで９１％、金額ベースで９９％実施、総合評価方式においても
件数ベースで９３％、金額ベースで９９％実施

◇平成20年度は、引き続き原則すべての工事調達において総合評価方式を併用した一般競争入札を実施

一般競争拡大及び総合評価方式の実施状況（港湾空港除く）

◆一般競争入札の推移

◆総合評価方式の推移

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H１７ H１８ H１９

【
件
数

】

一般競争入札（WTO） 一般競争入札（拡大） 工事希望型競争入札等

84.2%
（1,194件）

14.2%
(202件)

1.6%
(22件)

29.8%
(388件)

68.3%
(888件)

1.8%
(24件)

91.2%
(1,229件)

1.9%
(26件)

1,418件 1,300件 1,347件
6.8%(92件)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H１７ H１８ H１９

【
件
数

】

総合評価 総合評価以外

17.8%
(253件)

82.2%
(1,165件)

70.2%
(913件)

28.8%
(387件)

93.2%
(1,255件)

1,418件 1,300件 1,347件

6.8%(92件)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H１７ H１８ H１９

【
金
額

】

一般競争入札（WTO） 一般競争入札（拡大） 工事希望型競争入札等

53.1%
(約931億）

10.1%(約168億) 1.1%(約22億)

25.8%
(約452億)

72.2%
(約1,196億)

75.5%
(約1,509億)

21.1%
(約369億)

17.7%
(約293億)

23.5%
(約471億)

約1,752億 約1,656億 約2,002億

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H１７ H１８ H１９

【
金
額

】

総合評価 総合評価以外

50.7%
(約889億)

89.9%
(約1,488億)

98.9%
(約1,980億)

49.3%
(約863億)

10.1%(約168億) 1.1%(約22億)

約1,752億 約1,656億 約2,002億

※各年度とも当初契
約ベースで作成
（随意契約を含む） ３



中部地方整備局における平成１９年度工事発注実績中部地方整備局における平成１９年度工事発注実績

◇平成19年度では、9,000万円以上の工事調達で一般競争入札（総合評価方式併用）を実施
（平成20年4月より原則全ての工事調達で一般競争入札（総合評価方式）を実施）

◇平成19年度は、一般競争入札において件数ベースで７０％、金額ベースで９６％実施、総合評価方式においても
件数ベースで７４％、金額ベースで９７％実施

◇平成20年度は、引き続き原則すべての工事調達において総合評価方式を併用した一般競争入札を実施

一般競争拡大及び総合評価方式の実施状況（港湾空港部）

◆一般競争入札の推移

◆総合評価方式の推移

(43件)
(64件)

(43件)

(39件)

(16件)

(23件)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H17 H18 H19

【
件

数
】

総合評価 総合評価以外

59件 82件 87件

52.4%

72.9%

27.1%

47.6%
26.4%

73.6%

(62億)

(42億)
(64億)

(136億) (117億)
(21億)

(7億) (8億)

(61億)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H17 H18 H19

【
金

額
】

一般競争入札（WTO) 一般競争入札（拡大） 工事希望型競争入札等

約144億 約185億 約189億

43.1%

14.6%

42.3%
3.6%

73.4%

23.0% 34.1%

61.7%

4.2%

(160億)

(47億)

(184億)

(5億)

(97億)

(25億)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H17 H18 H19

【
金

額
】

総合評価 総合評価以外

約144億 約185億 約189億

67.2%

32.8%

86.6%

13.4% 2.6%

97.4%

(5件) (5件)

(54件) (56件)

(45件)

(5件)

(9件)

(26件)(23件)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H17 H18 H19

【
件

数
】

一般競争入札（WTO) 一般競争入札（拡大） 工事希望型競争入札等

59件 82件 87件

76.3%

28.0% 29.9%

64.4%65.9%

15.3%

8.5%
6.1% 5.7%

４



東海農政局における平成２０年度工事発注実績東海農政局における平成２０年度工事発注実績

◇平成18年10月より工事調達で一般競争入札（総合評価方式併用）を局契約で一部試行実施
◇平成19年度は、局契約で原則一般競争入札（総合評価方式併用）を実施し、件数ベースで４９％、
金額ベースで８８％実施、総合評価方式においても件数ベースで４６％、金額ベースで８７％実施

◇平成20年度は、原則すべての工事調達において総合評価方式を併用した一般競争入札を実施

一般競争拡大及び総合評価方式の実施状況

◆一般競争入札の推移

◆総合評価方式の推移

※H20年度につい

ては１０月末時点で
集計

63件 72件 42件 約82億 約81億 約41億

63件 72件 42件 約82億 約81億 約41億

(43件)
(35件)

(1件)

(20件)
(37件)

(41件)
(約54.2億)

(約27.8億)

(約40.5億)

(約9.5億)

(約71.7億)

(約0.03億)

(48件)
(39件)

(15件)

(1件)

(41件)

(約35.2億)

(約9.5億)

(約46.6億)

(約71.7億)

【
件

数

】

【
件

数

】

【
金

額

】

【
金

額

】
(33件)

(約0.03億)

(約40.5億)

５



中部管内自治体の総合評価方式の導入状況中部管内自治体の総合評価方式の導入状況

◇中部地方の市町村（４県計：１７４市町村）における平成１９年度の総合評価導入率は６７％（１１７市町村）となっている。
◇なかでも岐阜県内では４１市町村（全４２市町村）が導入（導入率９８％）しており、続いて静岡県内で３４市町村

（全４２市町村）が導入（導入率８１％）している
◇平成２０年度における各県及び政令市の総合評価導入予定件数は、平成１９年度に比べ増加しており、特に

愛知県、 静岡県での導入予定件数は約３倍となっている

中部管内自治体の総合評価方式の導入状況

中部４県・静岡市・浜松市・名古屋市における
総合評価方式導入状況及び予定
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平成１９年度実績

平成２０年度予定
（H20.10現在）

注）平成20年度の値は予定であり今後変更の可能性がある

市町村における総合評価方式の導入状況
（平成１９年度）
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・「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針について」（平成１７年８月２６日閣議決定）に
おいて、発注関係事務の環境整備に関する事項を明記

※各省各庁は、技術提案の適切な審査・評価、監督・検査、工事成績評定等の円滑な実施のための資料を作成。これらの資料を踏
まえ、各発注者は各々の取り組みに関する基準や要領の整備に努める（整備が困難な場合、国及び都道府県が支援）。

・公共工事の品質確保に関して、体制が脆弱な発注者を支援するための諸規定を整備

１，小規模工事監督・検査要領（案）を策定
●監督・検査を行う者の任命基準の明確化
●監督における最低限の責務を明記
●技術基準を策定

２，小規模（市町村）工事成績評定要領（案）を策定
●各発注機関が相互利用でき、評定の統一が図れる
●未実施市町村への成績評定導入支援

３，監督・検査に関する研修の実施
●職員の育成を目標に平成１７年度より実施
□新任工事監督員研修 自治体より７４団体２３７名参加（Ｈ１９年度）
□検査適任者研修 自治体より８１団体１４２名参加（Ｈ１９年度）
□整備局工事検査への市町村職員臨場

実施内容

中部地方整備局中部地方整備局 公共工事の品質確保の促進に関する発注者支援の取り組みについて公共工事の品質確保の促進に関する発注者支援の取り組みについて

・国において、発注関係事務を適切に実施することができる職員を育成するため、研修等を実施
・国において、発注関係事務を適切に実施するために必要な情報の収集や提供等を実施

７



○発注者支援技術者の認定者

施工体制の確保に関する推進協議会（中部地方整備局・４県２政令市）

○発注者支援技術者の種別
・Ⅰ種：全ての発注者支援業務の管理技術者となりえる者
・Ⅱ種：設計・積算補助及び監督補助業務の管理技術者となりえる者
○受験資格（Ⅰ種）
・技術士（建設部門又は総合技術監理部門）又は一級土木施工管理技士の資格を有し、一

定の実務経験年数等を有する者
・公共工事の発注者として一定の実務経験年数等を有する者
・技術士（建設部門又は総合技術監理部門）又は一級土木施工管理技士の資格を有し、発
注関係事務に一定の期間従事した者

○認定者数 Ⅰ種５３３名、Ⅱ種１６１名

中部ブロックにおける市町村支援の取り組みについて中部ブロックにおける市町村支援の取り組みについて

発注関係事務（設計・積算補助、技術審査補助、監督補助、検査補助）を適切に実施するため、発注者
支援業務の管理技術者となり得る支援技術者を認定する「発注者支援技術者認定制度」を実施

発注者支援技術者認定制度

８



アスファルト合材(改質Ⅱ型　密粒(20))
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中部地方における主要資材の価格動向について中部地方における主要資材の価格動向について
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建設生産システム （測量・設計・施工・維持管理・修繕）

において、

ＩＣＴ （Information & Communication Technology ）

を活用した『モデル事業』を実践し、

仕事の『効率化・高度化』を図り、現場に力点を移しつつ

『行政サービス向上・生産性向上・技術向上』

を目指すもの

建設生産システム改革の目的について建設生産システム改革の目的について
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建設ICTﾓﾃﾞﾙ事業建設ICTﾓﾃﾞﾙ事業

3次元測量設計モデル事業 維持管理モデル事業

建設ICT統合モデル事業

情報化施工モデル事業 情報共有モデル事業

ＩＣタグ

1974-0008-0002

ＩＣタグ

1974-0008-0002

建設生産システム改革について（モデル事業）建設生産システム改革について（モデル事業）
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建設ＩＣＴ導入研究会の展望イメージ ~目指す姿（現場を中心に）~

工場

ICICﾀｸﾞﾀｸﾞ

（入退出管理）（入退出管理）

情報化施工情報化施工
((ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ))

情報化施工情報化施工
((ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ))

事故防止事故防止
ｼｽﾃﾑｼｽﾃﾑ

整備局
事務所

現場詰所

情報共有情報共有
ｼｽﾃﾑｼｽﾃﾑ

３３DCADDCAD
統合管理統合管理

ICICﾀｸﾞﾀｸﾞ

（材料・製品管理）（材料・製品管理）

３３DCADDCAD
施工管理施工管理

ﾘｱﾙﾀｲﾑ映像ﾘｱﾙﾀｲﾑ映像
３３DD図、図、VRVR
工程管理工程管理

３３DD
施工検討施工検討

情報化施工情報化施工
((施工ﾃﾞｰﾀ活用施工ﾃﾞｰﾀ活用))

ライブ映像ライブ映像

情報の有効活用

設計会社

建設会社

調査・計画調査・計画 設計・発注設計・発注

施工施工維持管理維持管理

事務所

情報共有情報共有
ｼｽﾃﾑｼｽﾃﾑ

３３DCADDCAD

視覚化視覚化
((VR,etcVR,etc))

現場詰所

事務所

３３DD測量測量

関係機関との協議

自動積算自動積算
ｼｽﾃﾑｼｽﾃﾑ

専門家との技術検討

３３DCADDCAD

シミュレーションシミュレーション

維持管理維持管理
システムシステム

ＩＣタグＩＣタグ

事務所

国民

発注者

受注者

情報共有情報共有
ｼｽﾃﾑｼｽﾃﾑ

３３DCADDCAD

VRVR

シミュレーションシミュレーション

○工事書類のペーパレス化

○事務所でリアルに施工管理
→ 即時に施工状況を把握
→ 即時に出来高・形を把握
→ 工事進捗を把握

○環境情報の即時把握
→ 騒音・振動・大気質の管理
→ ＣＯ２排出量の管理

○人・機械の動きを把握（ICﾀｸﾞetc）

→ 施工の最適化
（ｺﾝｶﾚﾝﾄｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）

→ 安全管理 （近接警報ｼｽﾃﾑ）
→ 作業実績の把握

（設計変更の自動化）
→ 予定価への反映

（積算の自動化）

○自動マシン制御
→ 施工性の向上
→ 事業スピードUP
→ 品質の向上
→ CO2の削減

○丁張りレス
→ 事業効率化
→ 安全性向上

○局でもリアルに現場を把握
→ 工事現場の状況を把握

（映像・画像・３D図・VR)
→ 雇用創出の管理

（経済活性化施策）
→ 予算執行状況の即時把握
→ 資材の供給コントロール
→ 現場の問題点の即時把握

○施工ﾃﾞｰﾀ活用
→ 品質管理
→ 施工管理

○設計図面のペーパレス化
→ 全て３DCADデータ

○視覚化によるイメージ共有
→ 同一イメージが共有される
→ 設計協議が迅速且つ正確

○維持管理の効率化・高度化
→ 管理台帳ＤＢ
→ 経年変化の把握
→ 戦略的維持管理

○補修の効率化・高度化
→ 設計・施工データの

把握
→ 戦略的維持管理

○リアルに施工計画
→ ４次元的で施工計画を検討

TM

12



建設ICT導入研究会建設ICT導入研究会

サテライト会員（一般会員）

プロジェクト会員

技術研究チーム

技術普及チーム

現場支援チーム

・・・技術の習得、現場への
適用、ニーズ把握

・・・ノウハウの結集、課題解決

・・・技術者育成プログラム策定、勉強
会開催、専用サイト、相談窓口

・・・モデル事業の技術的支援、技術
指導、現場検証

・・・モデル構築、技術基準類の研究、
建設生産システムの見直し

建設生産システム改革について（研究会）建設生産システム改革について（研究会）
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○ 建設投資額：２０年度投資額（見通し）はピーク時（８年度）の約７０％
○ 建設業者数：ほぼ横ばい（８年度末：約６１千業者→１９年度末：約５９千業者）

建設投資のピーク
9.3兆円（８年度）民間投資のピーク

6.6兆円（２年度）

政府投資のピーク
3.6兆円（１２年度）

許可業者数のピーク
66千業者（１１年度末）

建設投資
ピーク時比
▲3.2％

59千業者
（1９年度末）

建設投資
6.7兆円

建設投資
ピーク時比
▲28.0％

（億円）

年度

＜中部地方＞

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

出所：国土交通省「建設投資見通し」・「許可業者数調べ」
注１ 投資額については平成17年度まで実績、18年度・19年度は見込み、20年度は見通し

注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値

中部地方における建設投資、許可業者数及び就業者数の推移中部地方における建設投資、許可業者数及び就業者数の推移
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5.0

6.0

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 年度

率％

全産業 建 設 業 製造業

資料：財務省「法人企業統計年報」

製造業

建設業

全産業

中部地方における営業利益率の推移中部地方における営業利益率の推移

○ 建設業の営業利益率はＨ３年度より低下傾向にあり、
平成9年度より２％を切り1.5％程度で横ばいである。
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Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
年度

％

建設業・資本金 1千万 - 1億円 建設業・資本金 1億円 - 10億円 建設業・資本金 10億円以上 建設業 全規模 製造業

資料：財務省「法人企業統計調査」
　　　　注）岐阜県：建設業協会調べ

○ 製造業の利益率は上昇している。建設業については、大手企業は上昇傾向にある。

中部地方における売上高経常利益率の推移中部地方における売上高経常利益率の推移
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○ 中部の倒産件数は近年横ばいを示している。
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中部 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

資料： ㈱東京商工リサーチ名古屋支店（中部４県）； ㈱東京商工リサーチ（全国）
注）負債額１０００万以上

中部地方における建設業者倒産件数中部地方における建設業者倒産件数
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○ 平成８年以降、入職者数は低下。それに伴い全産業に占める割合も低下している。
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11.0
（％）

建設業入職者数（新規学卒者のみ）

建設業就業者数／全産業就業者数×１００

建設業入職者数／全産業入職者数×１００（新規学卒者のみ）

資料：総務省「労働力調査」、文部科学省「学校基本調査」
注）新規学卒者数には中学校を含まない。

入職者数

建設業における新規学卒者の入職状況建設業における新規学卒者の入職状況
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ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装

一般土木
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(19件）
(16件）

(3件）

(3件）

(5件）

(3件）
(2件）

(1件）

(15件）

(20件）
(4件）

(5件）
(7件）

(2件）
(3件）

(9件）

(1件）
(6件）

(26件）
(12件）

(21件）

(3件）
(18件）

(3件）

(9件）
(9件）

(6件）
(15件）

(2件）
(2件）

(1件）
(3件）

(2件）
(10件）

(4件）

(33件）
(73件）

(21件）

(1件）
(3件）

(23件）
(8件）

(24件）
(6件）

(8件）

(1件）
(5件）

(2件）

(4件）
(12件）

(32件）
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